
 - 1 - 

栃木県特別高圧受電中小企業等支援補助金受付等業務委託仕様書 

 

 本仕様書は、栃木県（以下「県」という。）が発注する特別高圧受電中小企業等支援

補助金に係る業務を受託する者（以下「受託者」という。）の業務について、必要な事

項を定める。 

 

１ 業務名 

  栃木県特別高圧受電中小企業等支援補助金受付等業務（以下「委託業務」という。） 

 

２ 業務の目的 

  県内事業所において特別高圧契約により受電する中小企業者等に対し、電気料金高

騰の影響の負担軽減を図る特別高圧受電中小企業等支援補助金（以下「補助金」とい

う。）事業を円滑に実施するため、補助金の受付等業務を行う。 

 

（参考）栃木県特別高圧受電中小企業等支援補助金  ※制度詳細は検討中 

○ 概  要：電気料金高騰等の影響を受ける特別高圧契約により受電する中小企

業者等へ補助金を交付する 

○ 補助対象：栃木県内において特別高圧契約で受電する中小企業者、中小企業者

が入居する商業施設等運営企業・工業団地協同組合 

○ 補助対象期間：令和５(2023)年４月～９月分  

○ 補助額：使用量に応じ、４月分～８月分 3.5円/kWh、９月分 1.8円/kWh 

○ 想定申請件数：50件×２回（増減の可能性あり） 

○ 受付期間（予定）：２回に分けて受付 

４～６月分 令和５(2023)年８月１日～９月30日 

７～９月分 令和５(2023)年11月１日～12月28日 

 

３ 予定契約期間 

  契約締結の日から令和６（2024）年２月 29 日（木）まで 

 

４ 業務内容 

 (1) 補助金事務局の設置及び運営 

   補助金の受付、相談等に対応するための窓口として、補助金事務局（以下「事務

局」という。）を開設し、運営すること。 

ア 開所時間 午前９時から午後５時まで 

イ 開所日  月～金曜日（国民の祝日に関する法律（昭和 23 年７月 20 日法律第

178 号）に定める休日、令和５（2023）年 12 月 29 日から令和６（2024）

年１月３日までを除く） 

ウ 開設場所 宇都宮市内とし、別途県と協議の上決定すること。 

エ 開設期間 契約締結後、申請受付開始日（８月 1 日予定）の 10 日前までに開所

することとし、開所日については県と協議の上決定すること。 
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オ 開設内容 事務局開設までに専用の電話回線を、申請受付開始までに郵送及び

電子申請（メール可）の受付体制を整備すること。なお、委託業務

実施に係る作業場所、使用機器等は、受注者で準備すること。 

カ 申請支援 郵送による申請及び電子申請が円滑に行えるよう、事業者が相談で

きる体制や申請サポートを受けられる環境を整備すること。 

(2) 周知・広報 

  当事業の実施内容について、新聞広告等による周知や事業概要チラシの作成・印刷

を行う。 

 (3) 各種申込書等の受付、審査 

  ア 補助金の交付手続に関する以下の書類について受付、審査を行うこと。 

(ｱ) 補助金交付申請書及び添付書類（申請額計算書、誓約書、電気の使用実績が

分かる書類、特別高圧契約により受電していることが分かる書類、履歴事項全

部証明書、振込先口座の確認ができる通帳の写し 等。このほかに、商業施設等

については、建物の延床面積や中小企業者の店舗面積及び飲食などの併設施設

の面積等、商業施設等運営企業の補助金を積算するのに必要な書類 等。） 

(ｲ) 補助事業実績報告書及び添付書類 

(ｳ) 交付請求書及び添付書類 

(ｴ) その他、交付審査等において必要と認められる書類 

  イ 補正が必要な申請書類等については、申請者又は手続代行者等（以下「申請者」

という。）と連絡をとり、補正を行わせること。 

  ウ 補正が必要な申請書類等を郵送等で差し戻す場合は、原則として特定記録郵便

等の記録が残る方法で行うこと。 

  エ 必要書類等の未提出者に対し、メール・電話等の手段により、督促を行うこと。 

(4) 申請書類の審査 

   申請書類に不備がないか、申請条件を満たしているかを事務局が確認すること。 

(5) 受理した書類の県への送付 

   書面で受理した書類の正本及び別途県が指定する書類については、遅滞なく県に

送付すること。 

(6) 補助制度に関する相談・疑義照会対応等 

   当該補助制度に関する相談・疑義照会について、必要に応じ県と調整の上、対 

  応すること。 

(7) 申請者情報の集約・報告 

   審査受付件数等の業務の進捗状況を取りまとめた報告書や、受理した申請書類の

内容を取りまとめた申請者情報一覧を作成し、適宜、県へ提出すること。その他、

業務の進捗把握に必要となるデータや、個々の申請者の申請内容等の情報提供につ

いて、県から求めたあったときは、速やかに対応すること。 

(8) 実績報告書の提出 

   業務量（補助金申請書の受付数、補助事業者からの補助金交付申請書等の受付件

数等）及び、その他県が指示する事項について記載した実績報告書（正本１部及び

電子データを収納した電子媒体１式）を提出すること。 
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 (9) その他 

業務の遂行において必要となる業務 

 

５ 委託費の内訳・支出方法 

(1) 内訳 

 ア 事務局の設置・運営に係る経費 

   ・人件費、旅費、使用料、通信運搬費 等 

 イ 事務経費 

   ・広告料、印刷費、消耗品費 等 

 ウ その他委託事業の実施に必要であると県が認めた経費 

(2) 支出方法 

精算払とする。 

 

６ 業務の実施に係る留意点 

(1) 受託者は、県と連絡調整を十分に行い、円滑に業務を実施すること。 

(2) 当該業務の実施により知り得た個人情報について、漏えい等の防止その他の個人情

報の適正な管理のために必要な措置を講じるとともに、当該業務の目的以外の目的に

利用し、または第三者に提供してはならない。業務委託の契約が終了し、または解除

された後においても、同様とする。 

(3) 本業務の遂行に当たっての再委託については、次のとおりとすること。 

ア 受託者は、本業務の一部を第三者に委託し、又は請け負わせてはならない。ただ

し、県が書面によりあらかじめ承諾した時は、その限りではない。 

イ 県により再委託が承諾されたときは、受託者は再委託先に対して本業務に係る一

切の義務を遵守させるものとする。 

(4) 必要となる事務所・車両・機器・器具類（消耗品を除く。）の調達については、リ

ースやレンタルで対応すること。 

(5) 委託事業の実施に要した経費は、他の事業と経理を区分すること。また、帳簿及び

全ての証拠書類を備え、常に収支の状況を明らかにし、委託事業の完了の日の属する

年度の終了後５年間保存しなければならない。 

(6) 受託者は業務実施過程で発生した障害や事故については、大小に関わらず県に報告

し指示を仰ぐとともに、早急に対応を行うものとする。 

(7) 本仕様書に定めのない事項又は業務上疑義が生じた場合については、両者協議によ

り決定すること。 

 


